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エネルギー・気候変動政策
スケジュール

2020年
1-3月

2020年
4-6月

2020年
7-9月

2020年
10-12
月

2021年
1-3月

2021年
4-6月

2021年
7-9月

2021年
10-12
月

エネルギー
政策

・エネル
ギー供給
強靱化法
（電気事業
法改正、
FIT法改
正）提出

・強靱化法
可決（5月）

・電気事業
法、FIT法
の制度議
論

気候変動政
策

・温暖化対
策計画見
直し開始

・グリーン
成長戦略
（12月）

その他・備考 ・米国大統領選挙（11
月）

・米国気候サミット（4月）
・G7＠英国（6月）

・国連総会（9月）
・G20＠イタリア（10月）
・COP26＠英国グラス
ゴー（10-11月）
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エネルギー基本計画の見直し

石炭火力検討WG

カーボンプライシン
グの検討

とりま
とめ

とりま
とめ

2050年カーボン
ニュートラル

2030年温暖化
目標（NDC）の
提出2030年46-50％削

減目標の表明



2030年目標の表明
（2021年4月22日・抜粋）
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• 地球規模の課題の解決に向け、我が国は、大きく踏み出します。
2050年目標と整合的で、野心的な目標として、2030年度に、温室
効果ガス排出量を2013年度から46％削減することを目指します。
さらに50％の高みに向けて、挑戦を続けてまいります。

• 46％削減は、これまでの目標を7割以上引き上げるものであり、決
して容易なものではありません。しかしながら、世界のものづくりを
支える国として、次の成長戦略にふさわしいトップレベルの野心的
な目標を掲げることで世界の議論をリードしていきたいと思います。

• 今後は、目標の達成に向け、具体的な施策を着実に実行していく
ことで、経済と環境の好循環を生み出し、力強い成長を作り出して
いくことが重要であります。

• 再エネなど脱炭素電源の最大限の活用や、投資を促すための刺
激策、地域の脱炭素化への支援、グリーン国際金融センターの創
設、アジア諸国をはじめとする世界の脱炭素移行への支援などあ
らゆる分野で、できる限りの取組を進め、経済・社会に変革をもた
らしてまいります。



2050年カーボンニュートラルのイメージ
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2030年のエネルギーの姿
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2030年の電源構成
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2030年の再生可能エネルギー
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エネルギー起源のCO2排出量
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エネルギー基本計画の着目点（1）

• 「2050年カーボンニュートラル」という高次の
政策目標の枠付け

– めざすべきカーボンニュートラルなエネルギーシ
ステムの絵姿を描き、そこに向かう2030年の姿
を描く＝「エネルギーミックス」の位置づけの変化
（？）

• 「脱炭素社会をめざしていく中でのベストミックス」
「2050年カーボンニュートラルを見据えたエネルギー
政策」（2021年10月、梶山経産大臣（当時））

• 安定供給の見通しだけでない＝「手堅い積み上げ」だ
けでない。そのために追加的な施策を導入
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エネルギー基本計画の着目点（2）

• 2015年以降の変化（かつてないダイナミズムと
スピード）
– 再エネのコスト低下、コスト低下のポテンシャル

• システムコスト、統合コストの低減という課題
– 分散型エネルギーリソース、デジタル化、自動化など、
セクターを超えたダイナミックな技術革新（イノベー
ション）の進行

– 電力自由化、再エネ主力化に向けたルールの見直し
の進展
• Ex. 系統の広域運用、ルールの見直しが進む

– エネルギーの脱炭素化、再エネ拡大を求める需要家
• 取引先（サプライチェーン）、金融・投資家（株主）からの評
価
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再エネの発電コストの推移
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出典：国際再生可能エネルギー機関、2020年

日本の太陽光の発電コストは2010年から2019年の10年で63%低減（国際再生可
能エネルギー機関、2020年）

火力発電所のコストレンジ



太陽光・風力の発電コスト（日本）

12出典：資源エネルギー庁、2021年



2030年の発電コスト試算

13出典：資源エネルギー庁、2021年



電力分野変革のイノベーション
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3つのD : Decarbonization, Decentralization and Digitalization
デジタル化、自動化など、セクターを超えたダイナミックな技術
革新（イノベーション）の進行
"Grid integrated efficient buildings" "Grid interactive efficient buildings"
技術の補完性

出典：IRENA, 2017
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セクターカップリング
Power to X

Source: Kerstine Appunn, 2018



送電網の整備・拡充
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出典：資源エネルギー庁、2021年



“Sony warns it could move factories 
over Japanese energy policy”

• Sony warns it could 
move factories over 
Japanese energy policy 
(Financial Times, 27 Nov. 
2020)
– “So they told me either 

we do something about 
renewables or they have 
to move out of 
Japan.” (Minister Kono)
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https://www.ft.com/content/bbd59494-ac64-4dda-8da5-a2990d8936d3
※規制改革推進会議第４回再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース（2021年2月3日）

Sony 神戸専務の報告
https://www.youtube.com/channel/UC06V_Ro0hwfbhCmTIoWFNLA 57分あたりから

https://www.ft.com/content/bbd59494-ac64-4dda-8da5-a2990d8936d3
https://www.youtube.com/channel/UC06V_Ro0hwfbhCmTIoWFNLA%2057


モビリティの電動化の推進と課題
（トヨタ自動車・2020年9月）

18出典：経産省2030年モビリティビジョン検討会、2020年



エネルギーの脱炭素化

• エネルギーの脱炭素化
– 日本の温室効果ガス排出量の約85％がエネルギー起源の

CO2＝エネルギー部門の変革・移行が不可避
– 電力分野の脱炭素化の加速が必要

• G7サミットでの「2030年代の電力の脱炭素化をめざす」

– エネルギー効率の最大限の向上
– 「再エネの最大限導入」＋非電力分野の「電化」
– 自然変動再エネの系統統合とそのコスト（システムコスト）低減

• 系統の整備と広域運用、エネルギー貯蔵（揚水、蓄電池、蓄エネ技
術…）、需要サイド….

– 供給力を確保しつつ、火力からの排出ゼロへの移行
• 電源構成の30％以上を占める石炭火力

– 原子力（の位置づけ）
– 「電化」が困難な非電力分野の対策
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カーボンニュートラル目標からの視角
• エネルギー政策の大前提として気候変動（脱炭素化）
目標
– 日本の温室効果ガス排出量の約85％がエネルギー起源
のCO2＝エネルギー部門の変革・移行が不可避

• 時間軸の異なる2つの視角
– ①今ある技術を最大限利用した足下からの脱炭素化

• 気候変動対策として
• 企業の産業競争力の観点から
• 感染症でいたんだ経済社会の復興のため

– ②2050年カーボンニュートラルと整合的な長期的な移行
（トランジション）。新たな技術の開発も含む

– 特に、2050年にも残るインフラ（例えば、発電所や住宅・建
築物、交通インフラなど）については「今」の決定が将来を
決める。Stranded Assetsのリスク

– 2030年のマイルストーン
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日本の課題

• エネルギーの脱炭素化の課題
– 再エネ36-38％
• 施策の積み上げでは見えてこないもの

– 火力政策、特に石炭火力対策
– 原子力
– 非電力分野
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再エネの最大限導入にむけて（1）
• 伸ばしたい電源には意欲的で明確な国の目標を ○

– 意欲的な（背伸びした）目標が投資とイノベーションをもたらす
• 洋上風力目標（2040年4500万kW）のインパクト

– 予見可能な魅力的な市場環境整備

• 買取制度の運用
– 入札制度の改善
– FIP制度の導入の対象、タイミング

• 再エネ主力電源化を可能にする電力システムの構築
– 系統、市場をはじめ既存の制度、ルールをあらためて見直す。この見
直しの加速。再エネの発電コストの低減、導入加速化の鍵

– システムコストの低減＝いかに自然変動電源を効率的に系統に統合
するか（系統の整備と運用、エネルギー貯蔵（揚水、蓄電池、蓄エネ
技術…）、需要サイド….）
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2030年の野心的目標

23出典：資源エネルギー庁、2021年



太陽光の認定量・導入量
今後のイメージ

24
出典：資源エネルギー庁、2021年



再エネの最大限導入にむけて（2）
• いかにエネルギー転換を促すか。他の電源と
の相対的競争性。社会的コストの統合と電源
間の公正な競争条件

– Ex. 炭素の価格づけ

• 地域主導の、地域共生型の再エネ導入
–土地規制と社会的受容性
–改正温対法

• これらを実施、現実のものにする政府内の横
断的連携
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発電コストの見通し（日本）
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温対法改正のポイント

• ①パリ協定・2050年カーボンニュートラル宣言等を踏まえ
た基本理念の規定

• ②都道府県、政令指定都市、中核市に再エネ導入など施
策実施目標設定義務づけ。それ以外の市町村には努力
義務

• ③地域の脱炭素化に貢献する事業を促進するための計
画・認定制度の創設

• ④脱炭素経営の促進に向けた企業の排出量情報のデジ
タル化・オープンデータ化の推進等
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電源種別の発電電力量と発電からの
CO2排出量の推移（2018年）
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再生可能エネルギーの特許数
（2010年-2019年）

国 再生可能エネル
ギー全体

太陽光 燃料電池 風力 地熱

1 日本 9,394 5,360 3.292 702 40

2 米国 6,300 3,876 1,391 927 106

3 ドイツ 3,684 1,534 813 1,309 28

4 韓国 2,695 1,803 506 360 26

5 中国 2,659 1,892 189 555 23

6 デンマーク 1,495 52 81 1,358 4

7 フランス 1,226 660 348 184 34

8 英国 709 208 271 218 12

9 スペイン 678 341 29 300 8

10 イタリア 509 316 57 123 13
29

日本の再生可能エネルギー関連特許数は世界一

出典：世界知的所有権機関、2021年



EVの特許競争力ランキング
（日経・パテントリザルト共同調査）

順
位

企業名 特許競争力

（ポイント）
順
位

企業名 特許競争力

（ポイント）

1 トヨタ自動車（日） 8363 12 ボッシュ（独） 1285
2 フォード・モーター（米） 6564 13 ゼネラル・エレクトリック

（米）
1253

3 ホンダ（日） 3849 14 パナソニック（日） 1250
4 ゼネラル・モーターズ（米） 3283 15 マサチューセッツ工科大学

（米）
1192

5 デンソー（日） 2581 16 CPSテクノロジーホールディ
ングス（米）

1184

6 日産自動車（日） 1950 17 日立製作所（日） 1095
7 ワイトリシティ（米） 1749 18 三菱電機（日） 1041
8 テスラ（米） 1741 19 エマージングオートモティブ

（米）
951

9 日立アステモ（日） 1709 20 起亜自動車（韓） 911

10 現代自動車（韓） 1694 21 村田製作所（日） 839
11 LG化学（韓） 1421 22 矢崎総業（日） 788

30
出典：2021年9月2日付日本経済新聞

EV技術で日本企業は優位。米国出願特許分析。特許の重要度をスコア化



国境を越えた商標出願と特許出願
（2002年-2013年）

• 日本の場合、商標
出願数よりも特許出
願数が顕著に多い

• 日本は技術に強み
を持っているが、新
製品や新たなサー
ビスの導入などに
課題

31出典：科学技術・学術政策研究所、2016年



日本のクリーンテク・イノベーション力

32出典: CleanTech Group and WWF (UNIDO, ADBほかとも協力), 2017
(The Global Cleantech Innovation Index 2017) を基に高村が加筆修正

世界12位、アジアでは韓国に次ぐ2位

環境関連特許は実数でもGDP比でも世界一
イノベーションは起きているが、その商業化に課題

クリーンテクに関するイノベーション

促進要因
政府の政策
R & Dへの公的資金
民間資金へのアクセス
クリーンテク産業の編成など

クリーンテク・イノベーションが

起きているか
初期段階の民間投資
環境関連特許など

クリーンテク・イノベーションが

商業化されているか
クリーンテクの輸出入
再エネ消費量
商業化への投資
クリーンテク企業
雇用者数など
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Thank you for your attention!

Yukari TAKAMURA
E-mail: yukari.takamura@ifi.u-tokyo.ac.jp

mailto:yukari.takamura@ifi.u-tokyo.ac.jp

